


サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、
経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会（Society）

新たな社会
“Society 5.0”

Society 1.0 狩猟

Society 2.0 農耕

Society 4.0 情報
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■ Society5.0とは

出典：内閣府作成

Society 3.0 工業



⚫ 科学技術基本計画：科学技術基本法に基づき、５年毎に策定 (総理諮問)

⚫ 第１～３期は科学技術予算拡充、第４期は社会実装を重視

⚫ 第５期では、Society 5.0を提言、現在第６期に向けた検討を開始

出典：内閣府作成2012.12 第二次安倍政権発足2001.1 省庁再編
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科学技術イノベーションは
国家価値の源泉

潮流：

イノベーションが国家
価値を規定

破壊的イノベーション
が経済・社会に影響

人間中心、持続性、多
様性・包摂性重視

重点分野設定

イノベーション政策
の重視

Society 5.0提言

国家像と連動

Society 5.0実現

■ 科学技術基本計画の概要



■ 統合イノベーション戦略2019におけるスマートシティ

第６期科学技術基本計画の本格検討開始／ イノベーション司令塔機能のさらなる強化

統合イノベーション戦略

2019のポイント

Society 5.0の社会実装
( ス マ ー ト シ テ ィ の 実 現 )

創業/政府事業のイノベ化

研究力基盤の
強化

国際連携の
抜本的強化

最先端(重要)分野の
重点的戦略の構築
( A I、バイオテクノロジーなど )

イノベーション・エコシステムの創
出

戦略的な研究開発の推進

●研究力強化・若手研究者支援総
合パッケージの策定

●大学・国研の共同研究機能等の外
部化

●大学ガバナンスコードの策定、将来
ビジョンの提示

●初等中等からリカレントまでの人材
育成改革

●破壊的イノベーションを目指したムー
ンショット型研究開発

●社会実装を目指した研究開発
（SIP、PRISM）

政府事業・制度等における
イノベーション化の推進

Society 5.0の実装
（スマートシティ）

●政府一体の取組と本格的実施

●官民連携プラットフォームの創設

●エコシステム拠点都市形成

（大学（起業家教育）、民間
組織（アクセラレーション）等）

創業環境の徹底強化

●政府事業イノベーション化拡大
（公共事業から他分野への展開）

●公共調達ガイドラインの普及・実践

SDGs達成のための
科学技術イノベーションの
推進

●ロードマップ策定の国際議論
を主導

●プラットフォームの構築

国際ネットワークの強化

●国際スマートシティ連合の枠
組み構築

●国際研究開発拠点の形成

（バイオ、量子）

●AI技術

•全高校生がデータサイエンス・AIのリテラシーを習得

•AI研究開発ネットワークの構築

•AI社会原則の国際枠組み構築

●バイオテクノロジー

•市場領域を絞ったロードマップの策定

•データ基盤統合化/国際バイオ都市圏形成

●量子技術

•「量子技術イノベーション戦略」策定

●環境エネルギー

•「革新的環境イノベーション戦略」の策定

●安全・安心

•技術ニーズとシーズのマッチングの仕組構築

•重要技術分野への資源の重点配分

●農業・宇宙・海洋

基盤的技術分野

応用分野

知の創造 知の社会実装 知の国際展開

強化すべき分野での展開

1 2 3 4

●Society 5.0データ連携基盤整備の本格化／研究基盤データ整備／EBPMの促進
●スマートシティ等のアーキテクチャー構築知の源泉

統合戦略2019においては、スマートシティを、Society5.0 の先行的な実現の姿として重視。

出典：内閣府作成



 世界各地で実装が急速に進展

 一方で、都市データや都市OSの囲い込みの懸念

 モビリティはスマートシティに重要な機能と役割

Smart City in the World

都市例 内容

EU

コペンハーゲン ヘルシンキ

・街中のセンサーでデータを収集し、交通・廃棄物管理等に活用

・Whimによる公共交通機関、タクシー、バイク、レンタカーなど予約、決済のモビリティサービス (MaaS)

カナダ

トロント
Google関連会社と共同で、都市各所のセンサーでデータを収集し,都市空間の設計に反映構想を公表、都市交通

最適化

シンガポール ・国全体にセンサーネットワークを展開、陸上交通庁によるMyTransportSGなどスマート交通

・ASEANスマートシティネットワークを提唱

中国

雄安新区

政府主導で多額の投資を行い、急速な技術実証・実装を推進（世界の最先端技術）、交通計画（自動走行）

実装前提での都市計画

⚫ 日本が提唱するSociety5.0の先行的な社会実装の場。

⚫ IoT・ビックデータ等の先進技術を活用し、都市の課題（交通、健康・医療、災害等）や地域格差の解決を図るもの。

Smart City in JAPAN

世界の多くのスマートシティでモビリティとの連携が進んでいる

⚫ A comprehensive showcase of Society 5.0

⚫ An initiative to solve urban & regional problems and create new value by utilizing advanced 

technology

■ スマートシティの動向

出典：内閣府作成



Ｇ２０貿易・デジタル経済大臣会合閣僚声明（抜粋）（6/8-9開催）

 34) Smart Cities
 To contribute to sustainable and inclusive growth in urban areas where most of the world’s 

population and energy consumption are concentrated, the G20 encourages networking and 
experience-sharing among cities for the development of smart cities, recommended by the 
Business 20 and the Urban 20. Implementations of smart cities should take into account 
transparency, resiliency, privacy, security, efficiency, and interoperability. Cities and networks 
of cities that express an interest may join a Global Smart City Coalition, which has been 
proposed to be established in October. The G20 notes the upcoming "Super City/Smart City 
Forum" planned to be held on 29th of June in Osaka.

 34）スマートシティ
 世界の人口とエネルギー消費の大部分が集中する都市地域の持続的かつ包摂的な成長に

貢献するため、G20は、B20及びU20から勧告のあった、スマートシティ開発に向けた都市間

のネットワーク化と経験共有を奨励する。スマートシティの導入にあたっては、透明性、強靭

性、プライバシー、セキュリティ、効率性及び相互運用性が考慮されるべきである。関心を表

明する都市及び都市のネットワークは、10月の設立が提案されている「グローバル・スマート

シティ・コアリション（Global Smart City Coalition）」に参加することができる。G20は、6月29日

の大阪での開催が計画されている、来る「スーパーシティ・スマートシティ フォーラム」に留意

する。

■ G20経済大臣会合閣僚声明 （2019）



■ スマートシティの拡大・発展に向けた取組み

 都市の課題（交通、健康・医療、災害等）
や地域格差の解決に向け、各地で実装
が進展

１．世界の動向（一部再掲） ２．日本国内の取組

都市例 内容

EU（コペン

ハーゲン、サ

ンタンデール

等）

・街中のセンサーでデータを収集し、

交通・廃棄物管理等に活用

・スマートシティの標準プラット

フォームを共同開発し実装

カナダ

（トロント）

Google関連会社と共同で、都市各

所のセンサーでデータを収集し,都

市空間の設計に反映させる構想を

公表

シンガポール ・国全体にセンサーネットワークを

展開し、国土を３Dモデル化

・ASEANスマートシティネットワーク

を提唱

中国

（雄安新区）

政府主導で多額の投資を行い、急

速な技術実証・実装を推進（世界各

国の最先端技術を導入）

①政府事業の一体化：

アーキテクチャ検討会議

②産学官民の連携支援：

官民連携プラットフォーム

グローバル・スマートシティ連合

• スマートシティの共通基盤を

設計・構築

• 政府の全ての事業に適用

• 450を超える自治体・企業

等が経験を共有し、横展開

• G20で日本が設立を提唱

• 今秋に横浜で初回会合

• 相互運用可能なデータ連携

基盤の基本的考え方や、成

功事例を都市間で共有

⚫ 世界では、スマートシティの実装が急速に進展。

⚫ その一方で、都市データや都市OSが、巨大プラットフォーマーや覇権国家に囲い込まれる懸念が顕在化。

⚫ 日本では、関係府省が連携し、政府事業の基盤の共通化や、官民の連携の場の整備を推進。

⚫ G20を契機に世界の都市と連携。安全かつ透明で開かれたスマートシティの実践を、日本から世界に展開。

３．日本から世界へ

➢ 世界規模で連携・協力

を進め、開かれたスマート

シティを各国で実現

➢ Society 5.0を本格的

に社会実装

出典：内閣府作成



■政府における推進体制 （2019年10月 第44回経協インフラ戦略会議において合意）

テーマ、事務局の追加

統合イノベーション戦略
推進会議

イノベーション政策
強化推進チーム

指示 報告

指示 報告

参画・支援

国家戦略特区
諮問会議

「スーパーシティ」構想
懇談会

指示 報告

指示 報告

国内施策 スーパーシティ

経協インフラ戦略会議

スマートシティの海外展開に
向けた官民協議会（仮称）

指示

参画・支援

海外展開

日ASEANスマートシティ・
ネットワーク官民協議会

先行的に実施

スマートシティ・タスクフォース
国内施策 スーパーシティ 海外展開

官民連携
プラットフォーム

連携

報告

出典：内閣府作成



■優良な事例の横展開の枠組（官民連携プラットフォーム）

◼ 内閣府、総務省、経済産業省、国土交通省は、スマートシティの取組を官民連携で加速するため、企業、大学・研究
機関、地方公共団体、関係府省等を会員とする「官民連携プラットフォーム」を今年８月に設立。

◼ 会員サポートとして、①事業支援②分科会 ③マッチング支援 ④普及促進活動 等を実施。

◼ 10月7日に公式ウェブサイトを開設。（http://www.mlit.go.jp/scpf/index.html）

会員（事業実施団体）465団体

会員（関係府省）11団体

内閣府 総務省 経済産業省

SIPアーキテクチャ構築・実証
（１６事業）

近未来技術等社会実装事業
（２２事業）

パイロット地域分析事業
（１３事業）

スマートシティモデル事業
（７１事業）

新モビリティサービス推進事業（１
９事業）

データ利活用型スマートシティ推進
事業（１３事業）

企業・大学・研究機関等
（353団体）

地方公共団体
（112団体）

事務局

内閣官房 警察庁

スマートシティ官民連携プラットフォームの構成

金融庁

会員（経済団体等）
1団体

経団連

文部科学省

厚生労働省 農林水産省 環境省

国土交通省

出典：内閣府作成

http://www.mlit.go.jp/scpf/index.html


■ 総務省 データ利活用型スマートシティ（H29-R1）

会津若松市(H29)

高松市（H29）

さいたま市 (H29)

横浜市(H29)

加古川市（H29）

富山市（H30）
益田市（H30）

京都府（H30）
⚫ Wi-Fiやビーコンからの人流情報のほか、民 間

事業者からの購買情報や交通情報などを 活用
した観光マーケティング分析

⚫ 除雪車等にセンサを装着し路面凍結状況や 積
雪量を把握し情報発信

⚫ AIチャットボットを活用した市民サービス全体 に

またがるコンシェルジュサービスを提供し、 事務
の省力化･効率化を実現

⚫ 健康・モビリティ・購買等のデータ収集・管理活 用
するプラットフォームを構築し民間にも開放

⚫ 健康、見守り、熱中症対策等の総合サービス ア
プリを通じて市民や観光客に情報発信

⚫ 諸課題を解決するために必要なデータの活 用に
向け、市が保有する全分野のデータを 検索する
ためのメタデータを登録するプラット フォーム構
築

⚫ 人口の98％をカバーする無線網を構築、児 童の

位置情報等を活用し、通学状況を可視 化して
安全対策に反映するほか、積雪量等 の監視に
よる除雪効率化等に活用

⚫ デジタルサイネージを活用して人流情報を把握し、観光戦略
に反映するほか、災害時の避難誘導に利用

⚫ 人の流れを把握して街灯の明るさを調節するスマートラ イト
によりエネルギー効率化を実現

⚫ センサで児童の位置情報を把握し、地図上で可視 化す
るほか、バスの運行情報も把握できるインフラ ダ ッシュ
ボードを構築し、防犯、防災、交通分野にお ける安心･
安全な街づくりを推進

⚫ センサによる河川水位の把握による防 災
対策、鳥獣の動態把握による被害対 策

⚫ センサによる海・河川･ため池の水位情報を地図上 で
可視化し、避難情報発出判断等を早期化

⚫ 国籍･年齢等で属性化された観光客の動態データを 把
握し、観光マーケティング戦略策定に反映

⚫ 今後周辺自治体との広域連携を目指す

札幌市（H29）

飯塚市（R1）

新居浜市（R1）

木曽岬町（R1）

伊那市（R1）

調布市（調整中）

（出典：総務省資料より内閣府作成）



■ 経済産業省・国土交通省 スマートモビリティチャレンジ（R1）

（出典：経済産業省報道発表資料より内閣府作成）



■ 国土交通省 スマートシティモデル事業（R1）
◆先行モデルプロジェクト ◆重点事業化促進プロジェクト
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（出典：国土交通省報道発表資料より内閣府作成）

先行15、重点事業23プロジェックト間の積極的な共有を促進



■ つくばスマートシティ協議会の取組み

《歩行者信号情報発信システム》《安全なパーソナルモビリティ》

○つくば市は、2020年に筑波研究学園都市建設法制定50年を迎え、29の国の研究機関と約2万人の研究者が集積。高い自家用車依存 や
道路実延長を背景に自動車事故対策、高齢者の移動制約等に対するモビリティの在り方が課題。

○モビリティイノベーションによる新たな統合型移動サービスの実現（顔認証による乗降時決済などの新たな社会サービス）、データ連携基盤 とユニ
バーサルインフラの構築により、「安全・安心・使い勝手」のよい最新技術による地域社会サービスを提供。

公共交通の新たな社会サービス

◆新技術・データを活用した都市・地域の課題解決の取組

データプラットフォーム

• 交通流、生体データ等のビックデー

タを筑波大学のスーパーコンピュー

タ等を活用してIoH※／IoT産学

官データプラットフォームを構築

• 更に大学のAI解析等を通じて課

題解決の取組を推進

※ IoH:Internet of Humans

・バス乗降時の顔認証によるキャッシュレス決済ならびに統合データサービスの実証実験
・「歩行者信号情報システム」を活用した搭乗者向けアラーム機能、ユーザーインターフェースの実証実験

◆対象区域

【コアエリア１】 筑波大学及びつくば駅周辺地区
【コアエリア２】 研究学園駅周辺地区
【エリア ３】 つくば市全域

（筑波大学周辺地区） （研究学園駅周辺地区）

◆事業実施体制

《乗降時の顔認証による決済》 《水素燃料電池バス・ビルトイン》

交通弱者のための安全な移動

「医療MaaS」
• つくば駅と大学付属病院における水素

燃料電池によるシャトルバス（自動運

転）の導入

• バス乗降時の顔認証により病院受付、

診療費会計処理のサービスを統合

「キャンパスMaaS」

• 学内バスの乗降時の顔認証による

キャッシュレス決済の実装

• 匿名化した人流把握等を用いたエ

ビデンスベースの計画立案

• 利用者のバイタル情報のリアルタイム

モニタリングにより運転制御を行うパー

ソナルモビリティの導入

• 信号灯色情報を電動車いす利

用者に伝達し、安全な通行を支

援する交通インフラの実証

交通流データ
等の収集

ＡＩ活
用

ビッグデータ
の分析

【茨城県・つくば市】

社会サービス
の実装

【筑波大学 未来社会工学開発研究センター 等】

〈つくばスマートシティ協議会〉

民間企業

大学 自治体

鹿島建設㈱ ＫＤＤＩ㈱ 日本電気㈱
㈱日立製作所 三菱電機㈱
関東鉄道㈱ サイバーダイン㈱ 等

筑波大学未来社会工学
開発研究センター
（トヨタ自動車と
筑波大学が共同で設立）

サイバニクス研究センター

茨城県
つくば市

バイタル情報等の計測＆
解析や小型軽量化で安全
対応

小型
軽量

◆2019年度の主な取組

ソリューション
の構築

信号機の灯火をカメ
ラで読み取り、灯色
情報や残 り時間を
予測した情報を車載
装置などへ送信

（出典：国土交通省スマートシティモデル事業 先行モデルプロジェクト資料）

「つくばスマートシティ協議会」
を設立し、産学官が連携



■ SIPとｽﾏｰﾄｼﾃｨへの社会応用像

ICTデータの活用により、
国民の健康寿命を延伸

キャッシュレス社会を実現し、
取引をデジタルで完結

いつでもどこでも必要な
移動・配送サービスを提供

エネルギー、上下水、リサイクル
などを地域内で最適管理

災害の情報をリアルタイムで
取得・発信し、迅速な避難・
復旧を実現

地域の見守りを支援し、
安心・安全な街を実現

分野間データ連携

エネルギー
水、廃棄物

セキュリティ

健康・
医療・介護

金融防災

SIP （第１期・第２期）の社会実装で、都市の課題（交通、健康・医療、災害等）や地域格差の解決へ期待。

複数のユースケースを融合させるデータ連携基盤により、フィジカル・サイバー空間でのより高度な社会サービスを創出

自動走行
・自動配送

（内閣府作成）

SIPの研究成果の社会応用として、スマートシティへの実装を期待



○ ＣＳＴＩ、ＩＴ戦略本部が司令塔として、官民連携のもと、ＳＩＰで『分野間データ連携基盤』を
2020年度までに整備、2022年度までに本格稼働

［基盤に必要となるツール等の開発、利活用促進のためのルール整備、個人情報保護やセキュリティ等の課題への対応、国際連携の推進］

○ 各府省は、『分野ごとのデータ連携基盤』整備を加速し、分野間データ連携基盤と相互運用性を確保
［当面11分野で整備：農業、エネルギー、健康・医療・介護、自動運転、ものづくり、物流・商流、インフラ、防災、地球環境、海洋、宇宙］

道路 橋梁路面農業 被災地衛星 自動車 気象

カーナビ
スマホ

日照
雨量

車線情報
構造物

ひずみ
き裂

地震、台風
ゲリラ豪雨

作物生育 被害状況

・・・

農業

自動運転

都市計画、防災、災害対応

自治体
協調領域DB

独自DB

生産性向上、高機能化

農業
協調領域DB

独自DB

交通・物流、ナビサービス

協調領域DB

独自DB 交通運輸業
物流業

舗装状況

他のDB

スマート農業 自動運転 被災状況把
握

生産性向上、カスタマイズ生産

製造業
協調領域DB

独自DB

流通サービス、市場

小売業
協調領域DB

独自DB

多品種少量生
産 発注・在庫管理

工場

図面
材料

データカタログ
語彙
ＡＰＩ

健康・医療

レセプト
処方箋

他のDB
エネルギー
ものづくり
物流・商流
地球環境
海洋・宇宙 等

分野ごとのデータ連携基盤
分野間データ連携基盤

他のDB

インフラ・防
災

健康・医療・介
護

地球環境

Society 5.0実現に向けたデータ連携

データ
収集・蓄積

データ連携

分野横断
データ利活用

Society 5.0
の実現

AIの活用

ビッグデータ解析

自然言語処理
類似語推定

■共通基盤の構築： データ連携基盤の整備

2020年度までにＳＩＰ分野間データ連携基盤を整備、22年度までに稼働

出典：内閣府作成



■ モビリティイノベーション（ＣＡＳＥ）と MaaS

v
v

駅 生活者病院

電力会社

小売店舗

隊列自動走行

自動運転車両

住宅

高齢者
住宅

宅配ドローン

ラストマイル輸送

中心市街地

地域生活圏

中山間地域

物流効率化

電力マネジメント

インフラ
維持管理
効率化

・利用履歴データ
・管理・劣化データ ・スマートメータデータ

・需要予測データ

・ダイナミックマップ
・高精度測位データ

・バイタルデータ
・高精度測位データ

・ＢＩＭ、ＣＩＭデータ
・高精度測位データ

・個人ＩＤ
・与信情報

・ダイナミックマップ
・高精度測位データ

・店舗データ
・決済データ

・レセプトデータ
・診療データ

・交通利用データ
・決済データ

キャッシュ
レス

・購買履歴
・決済データ

・電力使用量
・地域の気象

需給連結

見守り
地域包括ケア

デマンド配車

遠隔医療

モビリティとエネルギー、インフラ、防災、物流、観光、健康・医療、金融等の多様なセクター間の連携想定

クロスセクターベネフィット（利便性・経済）のデザイン ⇔ X-MaaS 事業

XEMS

Electric

Sharing

Connected

Autonomous

観光

出典：内閣府作成



■ 理数系人材の育成と社会課題への数理応用

ｇRIPS*-Sendaiへの参画 (2017・2018）

筑波大学 未来社会工学開発研究センターの共同研究として参画。
e-Palette**コンセプトによる「次世代エネルギーとモビリティプラットフォームのデザイ
ン」を東北大学キャンパスでの実装への課題解決をテーマ設定

＊：Graduate-level Research in Industrial Project for Students
カリフォルニア大学 純粋応用数学研究所が創設した国際インターンシッププログラム。
企業から提供された課題に、アメリカ人学生と現地学生がグループとなって集中的に取り組み、解決に至る道筋を学ぶ。
日本は今年、東北大学で初開催。

**：e-パレット コンセプトは、トヨタが有する電動化、コネクティッド、自動運転技術を活用 したMaaS専用次世代EV

16
社会課題解決と経済成長の両立への数理応用と若手育成に期待

（経済産業省 理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会資料 から抜粋）



東北大での事例：配車最適化へのアプローチ

公共交通として、都市における需要に対して何台の電気自動車が必要であるか、
顧客満足度（待機時間・遅延時間）をコストとみなした際の総利益最大化問題
へと転換
（仙台都市圏パーソントリップ調査とニューヨーク市におけるタクシーの乗降データから条件設定）

仙台市 ニューヨーク市 （午前0時における需要分布）

17
九州大学マス・フォア・インダストリ研究所の数理応用と若手育成に期待

（経済産業省 理数系人材の産業界での活躍に向けた意見交換会資料 から抜粋）



≪ 九州大学持続的共進化地域創成拠点シンポジウム ≫

END

ご清聴ありがとうございました


